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｢施設訪問コンサルテーション事業｣ について

１  ｢施設訪問コンサルテーション事業｣ 実施の経緯

平成 20 年 1 月に当一般社団法人大阪知的障害者福祉協会（以下、大阪福祉協会）会員施設
である知的障害者更生施設での虐待事案が大きく報道された。その内容は重度知的障がいのあ
る人への暴力的な対応が常態化していることである。利用者が支援者の指示に従わないのは「利
用者になめられているからだ」と「支援」という名の下、利用者へ力で抑える身体的暴力が当
たり前のこととされていた。

重度知的障がいのある人の示す問題行動への理解の欠如である。問題行動は個人と環境との
相互作用の結果（不調和）であると認識しなければならない。環境（人的環境も含む）調整を
することで問題行動は除去あるいは軽減されるものであること、障がいの有無にかかわらず一
人の人間として尊厳を守ることなど、障がい者支援に携わる支援者としての最低限の専門性や
人権意識の欠如であった。

人権侵害はどこの施設でも起こりうる可能性があり、虐待と認識されていない行為が実は虐
待であったなど、会員施設全体の問題と捉え、支援者の専門性の向上に取り組むことになった。
そこで、平成 20 年度に ｢問題行動への理解と支援｣ をテーマに総論（1 回）と具体の事例を
通じての支援のあり方（小集団による 3 回シリーズ）を学ぶ研修会を実施した。この研修を通
じて支援者の意識の変化、支援のありようで利用者が変化することを学ぶことができた。

次のステップとして、それぞれの施設の支援する利用者や組織的支援体制・物理的環境には
違いがあり、それぞれの施設が直面する課題に対してより具体的、かつ効果的に助言、支援で
きる「施設訪問コンサルテーション事業」を企画した。｢施設訪問コンサルテーション事業｣
の実施にあたっては、研修会の講師として全面的にご支援いただいてきたＮＰＯ法人自閉症ｅ
サービス（以下、自閉症ｅサービス）理事長中山清司氏に、引続き事業の内容等について全面
的にご支援をいただくことにした。また、施設訪問コンサルテーション費用については、大阪
知的障害児者生活サポート協会から助成をいただき、実施に至った。

２  ｢施設訪問コンサルテーション事業｣ 内容

①「施設訪問コンサルテーション事業」を平成 21・22・23 年度の 3 ヵ年事業とする。②施
設利用者の生活の質の向上を目指して、現場の支援者の専門性の向上と組織的な支援体制・物
理的環境の整備に寄与する。③虐待事案のあった施設にはこの事業を受けることを推奨する。
④コンサルテーションを受けた施設からの報告書をまとめ、全会員施設に還元する。以上 4 点
を確認しスタートすることにした。

（１）内容
○支援者養成トレーニングセミナー（4 日間）

コンサルテーションを受ける対象施設の支援者は受講が必須。
○施設訪問コンサルテーション（5 日間）
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概ね月 1 回、自閉症ｅサービスから専門スタッフが対象施設に出向き、助言等を行う。（具
体的対応方法や環境整備、評価から個別支援計画の立案等について）

（２）対象施設の選定について
全会員施設に「施設訪問コンサルテーション事業」の実施要項（p.102～参照）を会員施設

に配布し、希望する施設を募る。応募施設から毎年 5 施設を大阪福祉協会（安本会長・智原権
利擁護委員長）と自閉症ｅサービス（中山理事長）と協議のうえ候補施設を選定し、大阪福祉
協会役員会で次のとおり 5 施設を決定した。

（３）費用（1 施設につき）
○支援者のトレーニングセミナーに掛かる費用（5 万円）は対象施設の負担（22・23 年度のみ）。
○施設訪問コンサルテーション費用（21 年度は 10 万円、22・23 年度は 15 万円）は大阪福祉

協会から対象施設にそれぞれ助成。

3 ヵ年に亘っての事業を通して、虐待のあった 3 施設を含め 15 施設が ｢施設訪問コンサル
テーション事業｣ を受けた。結果、支援者の意識の変化、環境（人的環境も含む）整備をする
ことにより、利用者の状態が変化した。これまで利用者の問題行動であると認識していたこと
が、実は支援側の問題だったことに気づいたこと、そこに至るプロセスにおいて支援者間のコ
ミュニケーションを密にし情報の共有化を図らなければならないこと、そしてＰＤＣＡのサイ
クルで改善活動を進めていくことなどを体験したことがこの ｢施設訪問コンサルテーション事
業｣ の成果といえる。

今後も各施設現場への支援は何らかの形で継続させたいと考えている。それは知的障がいの
ある人たちが人権を尊重され、豊かな、かつ安心 ･ 安全な生活を保障されるためには、支援に
携わる人材の育成が重要であり、その一翼を担うのは大阪福祉協会のミッションと考えている
からである。

平成 22 年に発行した「―障がいのある人の尊厳を守る―虐待防止マニュアル」と今回の「支
援のありようで利用者が変わる―施設訪問コンサルテーション事例集―」を併せてご活用いた
だければ幸いである。

平成 25 年 1 月
一般社団法人大阪知的障害者福祉協会 会長

安 本  伊 佐 子

年 度 応募施設数 コンサルテーション実施施設数

21 年度 15 施設 5 施設
22 年度 12 施設 5 施設
23 年度 10 施設 5 施設


